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論文内容の要旨

本論文は、日本型雇用システムにおけるキャリア・システムのもとで働くひとは、どの

ようにして、若手人材から、次世代経営幹部候補を経て、経営幹部まで育成されていくの

か、その育成メカニズムを明らかにするという研究課題に対して、探索的かつ実証的に取

り組んだ論文であり、その構成と概要はつぎのとおりである。

第1章では、本研究の分析枠組みの設定を目的とした議論が展開される。日本型雇用

システムに関する主要な研究がレビューされ、その結果、日本型雇用システムが有する人

材育成機能に関する問題点が2点指摘される。第1は、キャリア上の経験の中で管理職や

経営幹部、さらに役員などの経営層がどのような学習をしているのか、を解明した先行研

究が乏しいこと。第2に、経営層や管理職層に求められる技量や能力として水平的情報処

理能力や総合的判断力、および企業や事業全体の変革能力などが必要であるとは指摘され

てきたが、乙れらの能カがどのようにして習得されていくのか、についての記述が希薄で

あること。この研究の現状を克服するために、学習論を組み込んだアプローチの必要性が

指摘され、 「キャリア上の経験Jから「学習Jが生じて、それが管理職の「技量」につな

がっていくという分析枠組みが提示される。

第2章では、 2000年代以降に日本企業に導入されはじめた次世代経営幹部候補を選抜・

育成する制度自体に関する実態調査が検討される。第1に、一般的に30代半ば程度の課

長職層で選抜がなされ、課長就任後、異動による複数機能における業務経験を通じて、さ

らに経営幹部に求められる技量などの習得を促し、幹部候補を選抜していく制度が通常で

ある。第2に、日本企業のキャリア・システムにおける経験についての既存研究の検討が

なされ、その結果、日本企業の管理職のキャリア形成のパターンは「単一職能型J r準単

一職能型J r複数職能型」に分かれ、課長職層までは「単一職能型J r準単一職能型」が

多いが、課長になった後に一部の者が「複数職能型Jとなり、経営幹部になる者は一般的

により多くの機能を経験することも明らかにされてきた。第3に、経験からの技量習得に

関する既存研究として、現場レベルを対象とした知的熟練論が取り上げられ、そとでは、

キャリア経験と技量習得の関係において学習の概念が導入されていないこと、とりわけ、

本研究との関係では、経営幹部の技量に企業特殊なものが必要とされる場合、技量習得に



よる生産性の向上と異動に伴う機会コストの比較が実際には容易でないことが指摘され

る。第4に、この学位論文が依拠する著者独自の方法で、次世代経営幹部候補のキャリア

上の経験の学習についての分類枠組みが構築される。経験領域固有の具体性や状況性と結

びついた職場での学習の領域固有性に対して、この枠組では「比較・類推」、 「目標導出

カテゴリー化Jなど領域国有な特定状況を超える学習が想定される。これらの枠組み.を通

じて、既存の合理的な異動範囲の考え方や総合的判断力や水平的情報処理能力の形成など

に対し、新たな視点からの説明が加えられる。

第3章では3つの実証研究が報告される。第1は総合電機メーカーにおける次世代経営

幹部候補に選抜されてから日の浅い課長職層を対象としたインタビュー調査、第2は次世

代経営幹部の選抜・育成制度を導入している大手企業の人事部長を対象としたアンケート

調査、第3が食品会社の次世代経営幹部候補で部長職層に対するインタビュー調査である.

第1調査からは、調査対象者の大半のキャリアが「単一職能型J r準単一職能型jであっ

たこと、知的熟練論が予測する通り職能固有の技量習得がなされていたこと、および業務

経験の中から職能非固有の組織的企業特殊性を学習していることが明らかにされる。第2

調査からは、課長職層における次世代経営幹部候補の選抜基準が「技術的企業特殊性J、

「信頼」、 「ネットワーク」であることが人事部長への質問紙調査を通じて明らかにされ

る。第3調査では、役員となる次世代経営幹部候補に「単一職能型J r準単一職能型Jの

スペシャリストおよび「複数職能型」のゼネラリストが存在すること。ゼネラリストは補

完関係の弱い機能閑異動の際には「比較・類推J学習を行って「自分の仕事の理解J r自

社理解Jなど組織的企業特殊な技量を習得していること。さらには「比較・類推J学習か

ら過去の業務との比較を行い、現在の業務を理解するだけでなく、新たな職場における問

題点などを認識し、業務や職場などの改革につながることが発見された。

第4章では、結論として、本論文の実証研究の中で見出された日本企業のキャリ

ア・システムに基づく次世代経営幹部候補の育成メカニズムおよび、このメカニズム

が継続的な組織改革へとつながっていることが概観されるとともに、本研究テーマに

関する今後の研究についての展望が議論される。

論文審査の結果の要旨

本論文は、終身雇用を特徴とする日本型経営において、採用した人材を育成し、そ

の中から次世代経営幹部候補を選抜し、更に経営人材・役員へと育てていくメカニズ

ムを異動システムとの関係から明らかしようとした点に特徴がある。労働経済学が前

提とする分析以上に、認知科学の学習理論を取り入れた分析フレームワークを重視す

ることで、新たな発見やその発見の斬新な解をもたらし、理論的・実証的な貢献をも

たらしている。

第1に注目すべきは、課長職層になり次世代経営幹部候補へ選抜されるまでの育成

メカニズムと技量についてである。一方では、従来の知的熟練論が予測するように、

「単一職能型J r準単一職能型Jのキャリアの歩みが職能固定的な不確実性対処能力

を高めるという視点を確認するが、他方では、異なった技量の開発が発見されてもい

る。さらに、業務の中で顧客・他部署などとの特定の経験を通じて「自社の強み・弱

みJに関する認識、 「自組織の動かし方Jなど特定の職能非固定的な組織的企業特殊

な技量も学習していることを明らかにした点は注目すべき貢献である。

第2の貢献は、課長職層において次世代経営幹部候補に選ばれる人が経営人材にな

るまでのキャリア経験と学習と技量の関係を明らかにしていることである。知的熟練

論では補完関係の弱い業務への異動は経済的に非合理であると主張されてきたが、こ

の研究では、実際には多くの次世代経営幹部候補が補完関係の弱い職掌への異動を経

験していることが報告される。その際、次世代経営幹部は「比較・類推」学習を通じ

て、過去の全く異なる業務との構造的類似性を基に学習している。特に職能群間異動

において「経験からの帰納」による学習より「比較・類推J学習がより多く用いられ

ていることから、補完関係の弱い業務への異動においても、課長職以上においては従

来の理論が主張してきた機会コストよりも低いコストしかかからないことが含意さ

れ、キャリア・システムおける合理的な異動範囲の議論に新たは視点を提供する発見

となっている。

上記2点以外にも、 「複数職能型Jのキャリアを歩むゼネラリストの補完関係の弱

い職務への異動が「比較・類推」学習の機能により組織の改善・改善を促すという発

見や、 「単一職能型J r準単一職能型」のキャリアを歩むスペシャリスト型の次世代

経営幹部候補(部長職層)の「比較・類推」学習と企業変革の関係についての指摘も



含め、本研究には、既存の研究にはみられない独自の貢献があると評価できる。

しかし、この論文にも問題がないわけではないので、限界を2点、指摘しておきた

い。 ひとつは、テーマへの接近上の課題の限定である。本研究ではキャリア上の経

験から学習したものとして技量に焦点を絞っている。しかし、経営人材の育成を考え

ると表層的コンビテンシーである技量ではない経営者としての信念・経営観、さらに

は事業観・人間観など、より深層のものも本来は対象とするべきものである。本研究

においては、この点に関して十分な含意を得られていない。

もうひとつは、ゼネラリスト型の次世代経営幹部候補が多様な機能の経験から如何

にして総合的判断力および企業レベルの変革能力を習得しているのかということに

っていて明らかにされていないことである。このことの原因として、次世代経営幹部

候補(部長職眉)のデータ取得から今回の分析までに約8年の年月がかかっているこ

とと関係する。

以上、 2点の限界をここに指摘したが、それは、本論文の有する研究成果としての

価値を損なうものではない。むしろ、この研究の新たな展開可能性を示すものであり、

今後のさらなる研究で考察を深めていくことに期待したい。

以上の理由から、審査委員は、本論文の著者が、博士(経営学)の学位を授与され

るに十分な資質を持つものと判断する。
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